
第 144 期 定 時 株 主 総 会
その他の電子提供措置事項
（交 付 書 面 省 略 事 項）

（事業報告）
当行の新株予約権等に関する事項
会計監査人に関する事項
財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
業務の適正を確保する体制
特定完全子会社に関する事項
親会社等との間の取引に関する事項
会計参与に関する事項
その他

（計算書類）
株主資本等変動計算書
個別注記表

（連結計算書類）
連結株主資本等変動計算書
連結注記表

(2025年４月１日から)2026年３月31日まで

株式会社
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１．当行の新株予約権等に関する事項
（1）事業年度の末日において当行の会社役員が有している当行の新株予約権等

新株予約権等の内容の概要 新株予約権等を
有する者の人数

取締役
（監査等委員である
取締役及び社外取
締役を除く）

① 名称
株式会社岩手銀行 第７回株式報酬型新株予約権

② 新株予約権の割当日
2019年７月25日

③ 新株予約権の数
11個

④ 目的となる株式の種類および数
当行普通株式 1,100株

⑤ 新株予約権の行使時期
2019年７月26日から2049年７月25日まで

⑥ 権利行使価額（１株当たり）
１円

⑦ 権利行使についての主な条件
新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までに限り、新株予約権を一括して行使
することができる。

１名

取締役
（監査等委員である
取締役及び社外取
締役を除く）

① 名称
株式会社岩手銀行 第８回株式報酬型新株予約権

② 新株予約権の割当日
2020年７月27日

③ 新株予約権の数
13個

④ 目的となる株式の種類および数
当行普通株式 1,300株

⑤ 新株予約権の行使時期
2020年７月28日から2050年７月27日まで

⑥ 権利行使価額（１株当たり）
１円

⑦ 権利行使についての主な条件
新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までに限り、新株予約権を一括して行使
することができる。

１名
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新株予約権等の内容の概要 新株予約権等を
有する者の人数

取締役
（監査等委員である
取締役及び社外取
締役を除く）

① 名称
株式会社岩手銀行 第９回株式報酬型新株予約権

② 新株予約権の割当日
2021年７月27日

③ 新株予約権の数
40個

④ 目的となる株式の種類および数
当行普通株式 4,000株

⑤ 新株予約権の行使時期
2021年７月28日から2051年７月27日まで

⑥ 権利行使価額（１株当たり）
１円

⑦ 権利行使についての主な条件
新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までに限り、新株予約権を一括して行使
することができる。

２名

取締役
（監査等委員である
取締役及び社外取
締役を除く）

① 名称
株式会社岩手銀行 第10回株式報酬型新株予約権

② 新株予約権の割当日
2022年７月25日

③ 新株予約権の数
133個

④ 目的となる株式の種類および数
当行普通株式 13,300株

⑤ 新株予約権の行使時期
2022年７月26日から2052年７月25日まで

⑥ 権利行使価額（１株当たり）
１円

⑦ 権利行使についての主な条件
新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までに限り、新株予約権を一括して行使
することができる。

４名

2026年05月18日 17時27分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 3 ―

新株予約権等の内容の概要 新株予約権等を
有する者の人数

取締役
（監査等委員である
取締役及び社外取
締役を除く）

① 名称
株式会社岩手銀行 第11回株式報酬型新株予約権

② 新株予約権の割当日
2023年７月25日

③ 新株予約権の数
170個

④ 目的となる株式の種類および数
当行普通株式 17,000株

⑤ 新株予約権の行使時期
2023年７月26日から2053年７月25日まで

⑥ 権利行使価額（１株当たり）
１円

⑦ 権利行使についての主な条件
新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日か
ら10日を経過する日までに限り、新株予約権を一括して行使
することができる。

５名

社外取締役
（監査等委員である
取締役を除く）

― ―

取 締 役
（監査等委員） ― ―

（注）2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を実施しておりますが、上記は当該
株式分割前の株式数を記載しております。

（2）事業年度中に使用人等に交付した当行の新株予約権等
該当事項はありません。
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２．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の状況

（単位：百万円）

氏名又は名称 当該事業年度
に係る報酬等 そ の 他

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ
指定有限責任社員 深田 建太郎
指定有限責任社員 鶴 見 将 史

（監査業務）
62

（非監査業務）
13

ＡＩガバナンスにかかる助言業務

（注）１．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま
え、監査スケジュール、監査体制および監査項目毎の工数等を確認し、監査報酬額の見積りの妥当
性等を総合的に検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行って
おります。

２．当行と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額
と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分していないため、当該事業年度に係る報酬等
の額には、これらの合計金額を記載しております。

３．当行、子会社及び子法人等が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額は 76百万円であり
ます。

（2）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

（3）補償契約の内容の概要
該当事項はありません。

2026年05月18日 17時27分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 5 ―

（4）会計監査人に関するその他の事項
会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会が会計監査人の選解任等について決定・判断するプロセスは、次のような

ものであります。
監査等委員会は、平素より当行の経理・財務部門等（以下、経営執行部門といいます）

と連携を図り、現任の会計監査人に関して、公認会計士または監査法人の概要、欠格事由
の有無、内部管理体制、監査報酬の水準、会計監査人の独立性に関する事項等職務の遂行
に関する事項（会社計算規則第131条）等について、監視・検証を行っております。ま
た、監査等委員会は、経営執行部門から会計監査人の活動実態と欠格事由や問題点の有無
に関する定性的評価を求めるとともに、会計監査人が監査品質を維持し適切に監査してい
るか評価を行い、現任の会計監査人が再任に相応しい監査活動を行っているかどうか、選
解任等の決定・判断プロセスと同様に監視・検証しております。
なお、上記にかかわらず、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当

し、解任が相当と認められる場合には、会計監査人を解任する方針です。また、上記の場
合のほか、会計監査人の適格性、信頼性を害する事由の発生により、適正な監査の遂行が
困難であると認められる場合には、監査等委員会は、選任基準に基づき、会計監査人を再
任せず、他の会計監査人の選任議案を株主総会に提出することを請求し、選任議案の内容
を決定する方針です。
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３．財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
該当事項はありません。

４．業務の適正を確保する体制
当行の業務の適正を確保するための体制の整備について、取締役会で決議した内容の概

要は次のとおりであります。

（1）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
取締役は、当行の経営理念、行動憲章、行動規範等に基づき、率先垂範して法令等を遵守

するとともに、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
を構築しております。また、反社会的勢力との関係遮断を明確に定め、全役職員に徹底して
おります。なお、これらを実現するための具体的手引書として、「コンプライアンスマニュ
アル」を作成し、具体的実践計画として「コンプライアンスプログラム」を定めておりま
す。
コンプライアンス体制としましては、コンプライアンスに関する重要事項について常務会

に代わって協議を行うコンプライアンス委員会を設置しております。コンプライアンス統括
部署により法務関連事項の一元管理を行うほか、本部各部および営業店全店にコンプライア
ンス担当者を配置しております。さらに、内部通報制度（コンプライアンス・ホットライ
ン）を制定し、法令違反等が生じた場合の早期対応を図っております。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む）その他の情報は、「簿書保存規程」

等に基づき、適切に保存し管理しております。
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（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
取締役は、リスク管理の重要性を理解し、その管理プロセスに積極的に関与するととも

に、リスク管理が適切に行われるための体制を構築しております。そのため、リスク管理に
関する基本的事項を「リスク管理基本規程」に定めております。
取締役会は、各種リスクの管理方針とリスク管理に係る重要事項の決定を行います。ま

た、各種リスクの統合管理を常務会が行うほか、各種リスク管理の協議機関として、信用リ
スク委員会、ＡＬＭ委員会、オペレーショナル・リスク委員会を置いております。
大規模災害をはじめ、当行の業務に著しい影響を及ぼすような緊急事態が発生した場合の

行動基準や対応策等を明示し、来店客・役職員（家族）の人命尊重を最優先するとともに、
一定水準以上の金融サービスを提供できる体制を確立するため、「業務継続計画」（ＢＣＰ）
を定めております。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会とともに、取締役会より委任を受けた重要事項を協議・決定する機関として常務

会を設置しております。また、取締役会の意思決定の妥当性を高めるため、取締役のうち複
数名は社外取締役とするほか、取締役会の意思決定機能の強化、業務執行の効率化等のた
め、取締役会の決議により別に執行役員を置いております。
取締役（監査等委員である取締役を除く）は、「業務執行規程」および「職務権限規程」

に定める業務分掌と職務権限に基づきその職務を執行するとともに、使用人の職務に関する
権限と責任をこれらの規程に基づき明確にして行う体制としております。

（5）当行および子会社等から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当行グループの企業集団としての業務の適正を確保するため、当行の取締役が主要な子会

社等の役員に就任し、職務の執行状況を監視・監督しております。また、「グループ会社管
理規程」および「グループ会社運営要領」に基づき、関係部署が子会社等における経営状況
等を定期的にモニタリングするなど、グループ運営体制の整備に努めております。
連結経営に対応した子会社等の監視・監督を実効的かつ適正に行うため、当行の内部監査

部署による内部監査、当行の監査等委員会による調査および会計監査人による外部監査を実
施しております。
当行と子会社等との取引について、「アームズ・レングス・ルール」の徹底を図っている

ほか、連結ベースでの財務報告の適正性および信頼性を確保するため、財務報告に係る内部
統制の整備、運用を図っております。
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（6）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
監査業務の補助は、「業務執行規程」に定める部署の所属行員が行っております。また、

監査等委員会がその職務を補助すべき専任の使用人を置くことを求めた場合は、業務を十分
検証できる能力を有する者を配置し、その人事については取締役（監査等委員である取締役
を除く）と監査等委員会が意見交換することとしております。

（7）前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性および指示の実効性
の確保に関する事項
補助使用人が兼任で監査業務の補助を行う場合は、補助すべき期間中は取締役（監査等委

員である取締役を除く）等の執行部門の指揮を離れ、監査等委員会の指示、命令に従うこと
としております。
取締役（監査等委員である取締役を除く）は、監査等委員会の職務を補助すべき専任の使

用人の人事異動および考課を行う場合には、監査等委員会の意見を求めることとしておりま
す。

（8）当行の取締役（監査等委員である取締役を除く）および使用人または子会社等の取締役等お
よび使用人ならびにこれらの者から報告を受けた者が当行の監査等委員会に報告をするため
の体制その他の監査等委員会への報告に関する体制
取締役（監査等委員である取締役を除く）は、取締役会等の重要な会議において随時その

担当する業務の執行状況を報告しております。また、当行および当行取締役が役員に就任し
ている子会社等に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、法令違反、またはその疑いがある
ものを発見した場合には、監査等委員会に対し速やかに報告いたします。
当行および子会社等の取締役および使用人は、当行の監査等委員会が業務および財産の状

況を調査する場合、迅速かつ的確に対応し報告しております。

（9）監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ
とを確保するための体制
監査等委員会に対して報告をした者について、人事上およびその他一切の不利益な処遇は

行わないこととしており、行内規程に定めております。
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（10）監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務の執行上必要な費用の前払いや償還の手続等の請求をしたときは、

速やかに当該費用または債務を処理いたします。

（11）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会を組織する監査等委員である取締役の過半数を社外取締役とし、対外透明

性を担保しております。また、監査等委員会は、内部監査部署および会計監査人と連携し、
効率的な監査を実施するよう努めております。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況）
当事業年度（第144期）における業務の適正を確保するための体制の運用状況は以下のと

おりであります。
（1）業務執行の適正性および効率性の確保ならびにリスクマネジメント

定例取締役会を12回開催したほか、常務会を36回、コンプライアンス委員会を５回
開催しました。また、各種リスク管理の協議機関として信用リスク委員会を４回、ＡＬ
Ｍ委員会を12回、オペレーショナル・リスク委員会を４回開催しました。さらに、法
令違反等を未然に防止する等の目的で内部通報制度を制定しています。

（2）グループとしての業務の適正性の確保
子会社等とのコンプライアンスに関する連絡会議を２回開催しました。また、当行の

内部監査部署による内部監査、当行の監査等委員会による調査および会計監査人による
外部監査を実施しました。

（3）監査等委員会の監査が実効的に行われることの確保等
監査等委員は、取締役（監査等委員である取締役を除く）の職務執行を監査するた

め、監査等委員会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、取締役会や常
務会、コンプライアンス委員会等の重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べまし
た。
監査等委員会は、代表取締役との定期的会合を２回、監査等委員ではない社外取締役

との会合を１回開催し意見交換を行いました。また、監査等委員と内部監査部署による
情報交換会を25回開催したほか、監査等委員と会計監査人による会合を22回開催し、
会計に関する情報等の意見交換を行いました。
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５．特定完全子会社に関する事項
該当事項はありません。

６．親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はありません。

７．会計参与に関する事項
該当事項はありません。

８．その他
該当事項はありません。
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第144期 ( 2025年４月１日から2026年３月31日まで ) 株主資本等変動計算書
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 12,089 4,811 4,811

当期変動額

剰余金の配当 − − −

固定資産圧縮積立金の取崩 − − −

別途積立金の積立 − − −

当期純利益 − − −

自己株式の取得 − − −

自己株式の処分 − − −

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) − − −

当期変動額合計 − − −

当期末残高 12,089 4,811 4,811
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（単位：百万円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固定資産

圧縮積立金 別途積立金 繰越利益
剰 余 金

当期首残高 7,278 834 151,080 8,949 168,142 △4,505 180,537

当期変動額

剰余金の配当 − − − △2,806 △2,806 − △2,806

固定資産圧縮積立金の取崩 − △41 − 41 − − −

別途積立金の積立 − − 4,000 △4,000 − − −

当期純利益 − − − 8,974 8,974 − 8,974

自己株式の取得 − − − − − △3 △3

自己株式の処分 − − − △3 △3 167 164

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) − − − − − − −

当期変動額合計 − △41 4,000 2,206 6,164 164 6,328

当期末残高 7,278 792 155,080 11,155 174,307 △4,341 186,866
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（単位：百万円）

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △6,244 2,748 △3,496 67 177,109

当期変動額

剰余金の配当 − − − − △2,806

固定資産圧縮積立金の取崩 − − − − −

別途積立金の積立 − − − − −

当期純利益 − − − − 8,974

自己株式の取得 − − − − △3

自己株式の処分 − − − − 164

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △4,381 5,683 1,302 − 1,302

当期変動額合計 △4,381 5,683 1,302 − 7,631

当期末残高 △10,626 8,432 △2,193 67 184,740
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個別注記表

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
1． 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
2． 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会
社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については
時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法によ
る原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

（2）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券
の評価は、運用目的の金銭の信託については時価法、その他の金銭の信託については上記（1）のうち
のその他有価証券と同じ方法により行っております。

3． デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4． 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並
びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ３年〜30年
その他 ２年〜20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内

における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資
産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リー
ス契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。
なお、所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産と同一の方法

により償却しております。
5． 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
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6． 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準及び「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに
貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第
４号 2022年４月14日）に規定する自己査定により分類区分された債権に対し、次のとおり計上して
おります。
① 破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。

② 破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額（以下「非保全額」という。）に対し、今後３年間の予想損失額を見
込んで計上しており、予想損失額は、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間に
おける平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。
なお、非保全額が一定以上の大口債務者に係る債権については、債権の元本の回収及び利息の受取

りに係るキャッシュ・フローを合理的な方法により見積り、当該キャッシュ・フローを当初の約定利
子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法
（ＤＣＦ法））により計上しております。
③ 要注意先債権のうち要管理先債権に相当する債権については、債権額に対し、今後３年間の予想損
失額を見込んで計上しており、予想損失額は、３年間の貸倒実績を基礎とした、貸倒実績率の過去の
一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定してお
ります。
なお、与信額が一定以上の大口債務者に係る債権については、債権の元本の回収及び利息の受取り

に係るキャッシュ・フローを合理的な方法により見積り、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子
率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法
（ＤＣＦ法））により計上しております。
④ ①、②、③以外の債務者に係る債権については、今後１年間の予想損失額を見込んで計上してお
り、予想損失額は、１年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基
づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定

を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
（2）役員賞与引当金

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当
事業年度に帰属する額を計上しております。

（3）退職給付引当金
退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。なお、当行は退職給付信託を
設定しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異の費用処理方法
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は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按分
した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理しております。

（4）睡眠預金払戻損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるた

め、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。
（5）偶発損失引当金

偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度対象債権に対する将来の負担金の支払いに備えるた
め、債務者区分毎の代位弁済実績率を基礎に算出した予想損失率に基づき、将来の負担金支払見込額を
計上しております。

7． 収益の計上方法
当行は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込ま
れる金額で収益を認識しております。

8． ヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。ヘッジ
取引については、ヘッジ対象である金融資産から生じる金利リスクを回避するため、ヘッジ手段として
取引ごとに個別対応の金利スワップ取引等のデリバティブ取引を行う「個別ヘッジ」を実施しておりま
す。
ヘッジの有効性の評価については、ヘッジ手段とヘッジ対象の条件が概ね同一であることをもって有

効性の評価に代えております。
（2）一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。
9． 消費税等の会計処理

有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。
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重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計

算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
1． 貸倒引当金
（1）当事業年度に係る計算書類に計上した額

貸倒引当金 12,773百万円
計算書類において、当行の主要な資産である貸出金等に対する貸倒引当金の計上は、財政状態、経営

成績等に大きな影響を与えることから、貸倒引当金の見積りは会計上の見積りとして重要なものと判断
しております。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
① 算出方法

貸倒引当金の算出方法は「重要な会計方針」「6．引当金の計上基準」「（1）貸倒引当金」に記載し
ております。

② 主要な仮定
a． 債務者区分の判定

当行は、保有する債権を自ら査定し、回収の危険性または価値の毀損の危険性の度合いに応じて
債務者区分の判定及び債権の分類を行っております（以下「自己査定」という。）。自己査定は、債
務者（貸出先等）の信用リスクの程度に応じた信用格付に基づき債務者区分判定を行い、資金使途
等の内容、担保や保証等の状況等を総合的に勘案して債権の分類を行っております。
債務者区分の判定は、債務者の財務情報等の定量的な情報及び定性的な要素を基礎としておりま

す。具体的には、債務者の実態的な財務内容、資金繰り、収益力を基礎として返済能力を検討し、
業種及び業界の特性を踏まえ、事業の継続性と収益性の見通し、キャッシュ・フローを考慮した債
務償還能力、経営改善計画の合理性及び実現可能性、金融機関の支援状況等を総合的に勘案して判
定しております。また、当該判定は、経営者の判断により行っております。

b． 予想損失率
貸倒引当金は、自己査定により分類区分された債権に対し、債務者区分に応じた予想損失率に基

づき計上しております。予想損失率は、各々の債務者区分における過去の貸倒実績を基礎とした損
失率を求め、これに将来見込み等必要な修正として、長期的な景気変動を反映するため計測可能な
全期間平均値を下限にした修正を加えて算定しております。

c． キャッシュ・フロー見積法（ＤＣＦ法）における将来キャッシュ・フロー
キャッシュ・フロー見積法（ＤＣＦ法）における予想損失額は、債務者の返済計画等に基づく将

来キャッシュ・フローに、債務者の格付遷移見通しに基づく発生確率を乗じ、これを貸出条件緩和
前の約定利子率で割引いて算定しています。
格付遷移見通しは、過去の格付遷移実績率に債務者の状況を加味して設定しています。

③ 翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響
個別貸出先の業況や貸倒実績等の変化により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事
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業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

追加情報
（従業員持株会信託型ＥＳＯＰの導入）

当行は、福利厚生の一環として、当行の従業員持株会を活性化して当行従業員の安定的な財産形成を促進
するとともに、当行の中長期的な企業価値の向上を図ることを目的として「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」
を導入しております。
1． 取引の概要

当行は、持株会に加入する当行従業員のうち、一定の要件を充足する者を受益者とする「従業員持株会
信託」を設定し、当該信託は、信託契約後５年間にわたり、持株会が取得すると見込まれる数の当行株式
を、借入により調達した資金で一括して取得します。その後、持株会による当行株式の取得は当該信託か
らの買付けにより行います。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業
員に拠出割合に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る
場合には、金銭消費貸借契約の補償条項に基づき、当行が一括して弁済するため、従業員がその負担を負
うことはありません。

2． 信託に残存する当行株式
信託に残存する当行株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しており

ます。当事業年度末における当該自己株式の帳簿価額は463百万円、株式数は179千株であります。
3． 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

総額法の適用により計上された借入金の当事業年度末の帳簿価額は396百万円であります。

（注）当行は2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、上記は
当該株式分割前の株式数で記載しております。
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注記事項
（貸借対照表関係）
1． 関係会社の株式及び出資金総額 7,256百万円
2． 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、国債に121,000百万円含ま
れております。

3． 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。な
お、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部につい
て保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による
ものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定
に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又
は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 10,344百万円
危険債権額 38,504百万円
三月以上延滞債権額 45百万円
貸出条件緩和債権額 8,851百万円
合計額 57,746百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の

事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に

従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ず
る債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破

産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及び
これらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
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4． 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日）に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた商業手形等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有してお
りますが、その額面金額は773百万円であります。

5． 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 329,329百万円
その他の資産 66百万円

担保資産に対応する債務
預金 9,366百万円
借用金 218,000百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券48,011百万円を差し入れております。
また、その他の資産には、保証金80百万円及び敷金106百万円が含まれております。

6． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場
合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、592,463百万円であります。このうち原契約期
間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが558,237百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが

必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資
の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において
必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基
づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

7． 有形固定資産の減価償却累計額 38,631百万円
8． 有形固定資産の圧縮記帳額 770百万円
9．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当
行の保証債務の額は12,979百万円であります。

10． 関係会社に対する金銭債権総額 10,294百万円
11． 関係会社に対する金銭債務総額 8,424百万円
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（損益計算書関係）
1． 関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 179百万円
役務取引等に係る収益総額 35百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 11百万円

関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 14百万円
役務取引等に係る費用総額 305百万円
その他の取引に係る費用総額 256百万円

2． 営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下落等により、以下の資産４か所の帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額14百万円を「減損損失」として特別損失に計上しております。
区 分 地 域 主な用途 種 類 減損損失
稼働資産 岩手県内 営業店舗 ３か所 土地・建物 10百万円
遊休資産 秋田県内 遊休土地 １か所 土地 3百万円
合 計 14百万円

（うち土地 7百万円)
（うち建物 6百万円)

当行は、管理会計上の最小区分である営業店単位（ただし、連携して営業を行っている営業店グループ
は当該グループ単位）でグルーピングを行っております。
当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、原則として「不動産鑑定評価

基準」（国土交通省）に基づき評価した額より処分費用見込額を控除して算定しております。
なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」（1982年大蔵省令第10号）に基づき減価償却累計額を直

接控除により表示しているため、減損損失累計額につきましては、各資産の金額から直接控除しておりま
す。
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3． 関連当事者との取引は次のとおりであります。
（1）子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)

割合
関連当事者と
の関係

取引の
内容

取引金額
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)

子会社
株式会社
いわぎんクレジット
サービス

所有
直接 100％

各種ローンの
被保証取引先
役員の兼任

ローン債権に
対する被保証 262,555 − −

代位弁済
受入額 132 − −

取引条件及び取引条件の決定方針等
保証料については、一般の市場実勢を勘案し合理的に決定しております。なお、保証料は各種ローンの債

務者が上記子会社に直接支払っているほか、一部のローンについては、当行より支払っております。

（2）役員及びその近親者等
該当ありません。

（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当 事 業 年 度
期首株式数

当 事 業 年 度
増加株式数

当 事 業 年 度
減少株式数

当事業年度末
株 式 数 摘 要

自 己 株 式

普通株式 1,299 0 61 1,239 注１、２、
３、４

合 計 1,299 0 61 1,239

注１ 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。
注２ 普通株式の自己株式の減少は、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが売却した当行株式（52千株）及

び譲渡制限付株式の割当（8千株）による減少であります。
注３ 当事業年度末の普通株式の自己株式数には、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが保有する当行株式

が179千株含まれております。
注４ 当行は2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、

上記は当該株式分割前の株式数で記載しております。
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（有価証券関係）
貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受

益権が含まれております。
1． 満期保有目的の債券（2026年３月31日現在）

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

時価が貸借対照
表計上額を超え
るもの

国債 1,998 2,017 19
地方債 − − −
社債 − − −
その他 − − −

小計 1,998 2,017 19
時価が貸借対照
表計上額を超え
ないもの

国債 43,181 41,131 △2,050
地方債 9,709 8,991 △718
社債 13,552 12,522 △1,029
その他 3,115 2,701 △414

小計 69,559 65,346 △4,213
合計 71,557 67,363 △4,194

2． 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2026年３月31日現在）
貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

子会社・子法人等株式及び出資金 − − −
関連法人等株式及び出資金 − − −

合計 − − −
（注）上表に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

貸借対照表計上額
（百万円）

子会社・子法人等株式及び出資金 7,256
関連法人等株式及び出資金 −

合計 7,256
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3． その他有価証券（2026年３月31日現在）

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差 額
（百万円）

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの

株式 46,733 11,452 35,280
債券 10,567 10,496 71
国債 − − −
地方債 9,270 9,202 68
社債 1,296 1,294 2

その他 88,932 79,299 9,632
小計 146,233 101,248 44,984

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの

株式 456 492 △35
債券 751,091 807,516 △56,425
国債 231,028 249,742 △18,714
地方債 236,171 256,628 △20,457
社債 283,891 301,144 △17,253

その他 145,270 149,959 △4,688
小計 896,818 957,968 △61,150

合計 1,043,051 1,059,217 △16,165
（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金等の貸借対照表計上額

貸借対照表計上額
（百万円）

非上場株式 1,523
組合出資金等 15,333

合計 16,857
組合出資金等については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31

号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
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4． 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）
売却額

（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 15,582 12,067 115
債券 68,574 − 12,109
国債 33,237 − 7,214
地方債 10,020 − 1,531
社債 25,315 − 3,364

その他 15,982 4,857 830
合計 100,139 16,925 13,055

5． 減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金等を除く）のうち、当該有価

証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認めら
れないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損
失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。
当事業年度における減損処理額はありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、（１）個々の銘柄の有価証券の事業年度末

日における時価が、取得原価に比べて50％以上下落した場合、（２）個々の銘柄の有価証券の事業年度末
日における時価が、取得原価に比べて30％以上50％未満の範囲で下落した場合で、次の基準に該当する
場合であります。
（１）株式

① 時価が事業年度末日以前１年間にわたり、取得原価に対し一度も70％超の水準まで回復してい
ない場合

② 株式の発行会社が債務超過の状態にある場合又は２期連続で損失を計上している場合
③ 事業年度末日時点において、「市場業務運用基準」によるロスカット・ルールに定める損切り
水準に達している場合

（２）投資信託
① 時価が事業年度末日以前１年間にわたり、取得原価に対し一度も70％超の水準まで回復してい
ない場合

② 事業年度末日時点において、「市場業務運用基準」によるロスカット・ルールに定める損切り
水準に達している場合

（３）債券及び信託受益権
取得時に比べて取得格付が２ランク以上下落した場合や、ＢＢ格以下となった場合等、信用状態

の著しい低下があったと判断される場合
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（金銭の信託関係）
1． 運用目的の金銭の信託（2026年３月31日現在）

貸借対照表計上額
（百万円）

当事業年度の損益に含まれた評価
差額（百万円）

運用目的の金銭の信託 5,936 −

2． 満期保有目的の金銭の信託（2026年３月31日現在）
該当事項はありません。

3． その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2026年３月31日現在）

貸借対照表
計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

うち貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの
（百万円）

うち貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの
（百万円）

その他の
金銭の信託 3,369 3,369 − − −

（注）「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えない
もの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。
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（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金 3,520百万円
退職給付引当金 1,316
減価償却費 1,118
有価証券 250
土地減損 289
繰延ヘッジ 1
その他有価証券評価差額金 5,072
その他 997

繰延税金資産小計 12,566
評価性引当額 △2,930
繰延税金資産合計 9,635
繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △361
繰延ヘッジ △3,842
その他 △98

繰延税金負債合計 △4,302
繰延税金資産（△は負債）の純額 5,333百万円

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 2,675円15銭
１株当たりの当期純利益金額 130円20銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 129円92銭

注１ 当行は2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。上記は
当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。なお、当該株式分割を
考慮しない場合の１株当たりの純資産額は10,700円61銭、１株当たりの当期純利益金額は520円
82銭、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は519円71銭であります。

注２ 上記の算定にあたっては、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが保有する当行株式数を、控除する自己株
式数に含めております。その事業年度末株式数は717千株、期中平均株式数は813千株であります。
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（重要な後発事象）
（株式分割）

当行は、2026年２月26日開催の取締役会の決議に基づき、2026年４月１日を効力発生日として株式分
割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行っております。

１．株式分割の目的
当行株式の投資単位当たりの金額（最低投資金額）を引き下げることで、投資家の皆さまがより投資し

やすい環境を整え、株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的としております。

２．株式分割の概要
（１）株式分割の方法

2026年３月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普
通株式を、１株につき４株の割合をもって分割しております。

（２）株式分割により増加する株式数
株式分割前の発行済株式総数 18,497,786株
今回の株式分割により増加する株式数 55,493,358株
株式分割後の発行済株式総数 73,991,144株
株式分割後の発行可能株式総数 197,800,000株

（３）株式分割の日程
基準日公告日 2026年３月13日
基準日 2026年３月31日
効力発生日 2026年４月１日

3．その他
（１）資本金の額の変更

今回の株式分割に際して、資本金の額に変更はありません。
（２）配当について

今回の株式分割は、2026年４月１日を効力発生日としておりますので、2026年３月31日を基準
日とする当事業年度の期末配当金は、株式分割前の株式を対象として支払われます。
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４．株式分割に伴う定款の一部変更について
（１）変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2026年４月１日をもって、当行
定款第６条に定める発行可能株式総数を分割比率に合わせて変更しております。

（２）変更の内容
変更前定款 変更後定款

（発行可能株式総数）
第６条
当銀行の発行可能株式総数は、4,945万株とす
る。

（発行可能株式総数）
第６条
当銀行の発行可能株式総数は、１億9,780万株
とする。

（３）変更の日程
取締役会決議日 2026年２月26日
効力発生日 2026年４月１日
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第144期 ( 2025年４月１日から2026年３月31日まで ) 連結株主資本等変動計算書
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 12,089 5,666 173,126 △4,505 186,377

当期変動額

剰余金の配当 − − △2,806 − △2,806

親会社株主に帰属する
当期純利益 − − 8,919 − 8,919

自己株式の取得 − − − △3 △3

自己株式の処分 − − △3 167 164

株主資本以外の項目の
当期変動額 ( 純 額 ) − − − − −

当期変動額合計 − − 6,109 164 6,273

当期末残高 12,089 5,666 179,235 △4,341 192,650
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（単位：百万円）
その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計そ の 他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 △5,336 2,748 801 △1,786 67 184,658

当期変動額

剰余金の配当 − − − − − △2,806

親会社株主に帰属する
当期純利益 − − − − − 8,919

自己株式の取得 − − − − − △3

自己株式の処分 − − − − − 164

株主資本以外の項目の
当期変動額 ( 純 額 ) △4,465 5,683 2,600 3,818 − 3,818

当期変動額合計 △4,465 5,683 2,600 3,818 − 10,092

当期末残高 △9,801 8,432 3,402 2,032 67 194,750
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連結注記表
連結計算書類の作成方針
子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいており

ます。

１．連結の範囲に関する事項
（1）連結される子会社及び子法人等 7社

会社名
いわぎんリース株式会社
株式会社いわぎんディーシーカード
株式会社いわぎんクレジットサービス
いわぎん事業創造キャピタル株式会社
いわぎんリサーチ＆コンサルティング株式会社
ｍａｎｏｒｄａいわて株式会社
いわぎん未来投資株式会社

（2）非連結の子会社及び子法人等 6社
会社名
岩手新事業創造ファンド１号投資事業有限責任組合
岩手新事業創造ファンド２号投資事業有限責任組合
いわぎん農業法人投資事業有限責任組合
岩手新事業創造ファンド３号投資事業有限責任組合
いわぎんＣＶＣ１号投資事業有限責任組合
いわぎん事業承継１号投資事業有限責任組合
非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余

金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲か
ら除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏し
いため、連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 6社

会社名
岩手新事業創造ファンド１号投資事業有限責任組合
岩手新事業創造ファンド２号投資事業有限責任組合
いわぎん農業法人投資事業有限責任組合
岩手新事業創造ファンド３号投資事業有限責任組合
いわぎんＣＶＣ１号投資事業有限責任組合
いわぎん事業承継１号投資事業有限責任組合
持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持

分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除
いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

会計方針に関する事項
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
２．有価証券の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非

適用の非連結子会社及び子法人等株式等については移動平均法による原価法、その他有価証券について
は時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法に
よる原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

（2）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券
の評価は、運用目的の金銭の信託については時価法、その他の金銭の信託については上記（1）のうち
のその他有価証券と同じ方法により行っております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く。）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用してお
ります。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ３年〜30年
そ の 他 ２年〜20年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却し
ております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行

及び連結子会社で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資
産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リー
ス契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。
なお、所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産と同一の方法

により償却しております。
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５．貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準及び「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸

倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号
2022年４月14日）に規定する自己査定により分類区分された債権に対し、次のとおり計上しております。
① 破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。

② 破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額（以下「非保全額」という。）に対し、今後３年間の予想損失額を見
込んで計上しており、予想損失額は、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間に
おける平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。
なお、非保全額が一定以上の大口債務者に係る債権については、債権の元本の回収及び利息の受取

りに係るキャッシュ・フローを合理的な方法により見積り、当該キャッシュ・フローを当初の約定利
子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法
（ＤＣＦ法））により計上しております。
③ 要注意先債権のうち要管理先債権に相当する債権については、債権額に対し、今後３年間の予想損
失額を見込んで計上しており、予想損失額は、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一
定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しており
ます。
なお、与信額が一定以上の大口債務者に係る債権については、債権の元本の回収及び利息の受取り

に係るキャッシュ・フローを合理的な方法により見積り、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子
率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法
（ＤＣＦ法））により計上しております。
④ ①、②、③以外の債務者に係る債権については、今後１年間の予想損失額を見込んで計上してお
り、予想損失額は、１年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基
づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を
実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上してお
ります。

６．役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連

結会計年度に帰属する額を計上しております。
７．役員退職慰労引当金の計上基準

役員退職慰労引当金は、連結子会社の役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労
金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。
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８．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、

将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。
９．偶発損失引当金の計上基準

偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度対象債権に対する将来の負担金の支払いに備えるため、
債務者区分毎の代位弁済実績率を基礎に算出した予想損失率に基づき、将来の負担金支払見込額を計上して
おります。

10．退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は給付算定式基準によっております。なお、当行は退職給付信託を設定しております。また、数理計算上の
差異の費用処理方法は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）に
よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理しております。
なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る当期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
11．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
12．収益の計上方法

当行および連結子会社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を
適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け
取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

13．重要なヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。ヘッジ取
引については、ヘッジ対象である金融資産から生じる金利リスクを回避するため、ヘッジ手段として取引
ごとに個別対応の金利スワップ取引等のデリバティブ取引を行う「個別ヘッジ」を実施しております。
ヘッジの有効性の評価については、ヘッジ手段とヘッジ対象の条件が概ね同一であることをもって有効

性の評価に代えております。
（2）一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。

重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計

年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
1．貸倒引当金
（1）当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額

貸倒引当金 16,019百万円
連結計算書類において、当行グループの主要な資産である貸出金等に対する貸倒引当金の計上は、財
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政状態、経営成績等に大きな影響を与えることから、貸倒引当金の見積りは会計上の見積りとして重要
なものと判断しております。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
① 算出方法

貸倒引当金の算出方法は「会計方針に関する事項」「５．貸倒引当金の計上基準」に記載しており
ます。

② 主要な仮定
a． 債務者区分の判定

当行は、保有する債権を自ら査定し、回収の危険性または価値の毀損の危険性の度合いに応じて
債務者区分の判定及び債権の分類を行っております（以下「自己査定」という。）。自己査定は、債
務者（貸出先等）の信用リスクの程度に応じた信用格付に基づき、債務者区分判定を行い、資金使
途等の内容、担保や保証等の状況等を総合的に勘案して債権の分類を行っております。
債務者区分の判定は、債務者の財務情報等の定量的な情報及び定性的な要素を基礎としておりま

す。具体的には、債務者の実態的な財務内容、資金繰り、収益力を基礎として返済能力を検討し、
業種及び業界の特性を踏まえ、事業の継続性と収益性の見通し、キャッシュ・フローを考慮した債
務償還能力、経営改善計画の合理性及び実現可能性、金融機関の支援状況等を総合的に勘案して判
定しております。また、当該判定は、経営者の判断により行っております。

b． 予想損失率
貸倒引当金は、自己査定により分類区分された債権に対し、債務者区分に応じた予想損失率に基

づき計上しております。予想損失率は、各々の債務者区分における過去の貸倒実績を基礎とした損
失率を求め、これに将来見込み等必要な修正として、長期的な景気変動を反映するため計測可能な
全期間平均値を下限にした修正を加えて算定しております。

c． キャッシュ・フロー見積法（ＤＣＦ法）における将来キャッシュ・フロー
キャッシュ・フロー見積法（ＤＣＦ法）における予想損失額は、債務者の返済計画等に基づく将

来キャッシュ・フローに、債務者の格付遷移見通しに基づく発生確率を乗じ、これを貸出条件緩和
前の約定利子率で割引いて算定しています。
格付遷移見通しは、過去の格付遷移実績率に債務者の状況を加味して設定しています。

③ 翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
個別貸出先の業況や貸倒実績等の変化により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌連

結会計年度に係る連結計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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追加情報
（従業員持株会信託型ＥＳＯＰの導入）

当行は、福利厚生の一環として、当行の従業員持株会を活性化して当行従業員の安定的な財産形成を促進
するとともに、当行の中長期的な企業価値の向上を図ることを目的として「従業員持株会信託型ＥＳＯＰ」
を導入しております。
1． 取引の概要

当行は、持株会に加入する当行従業員のうち、一定の要件を充足する者を受益者とする「従業員持株会
信託」を設定し、当該信託は、信託契約後５年間にわたり、持株会が取得すると見込まれる数の当行株式
を、借入により調達した資金で一括して取得します。その後、持株会による当行株式の取得は当該信託か
らの買付けにより行います。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業
員に拠出割合に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る
場合には、金銭消費貸借契約の補償条項に基づき、当行が一括して弁済するため、従業員がその負担を負
うことはありません。

2． 信託に残存する当行株式
信託に残存する当行株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しており

ます。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は463百万円、株式数は179千株であります。
3． 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

総額法の適用により計上された借入金の当連結会計年度末の帳簿価額は396百万円であります。

（注）当行は2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、上記
は当該株式分割前の株式数で記載しております。
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注記事項
（連結貸借対照表関係）
1． 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に
121,000百万円含まれております。

2． 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。な
お、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部に
ついて保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）に
よるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各
勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸
借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 10,848百万円
危険債権額 38,506百万円
三月以上延滞債権額 46百万円
貸出条件緩和債権額 8,853百万円
合計額 58,255百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の

事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に

従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ず
る債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破

産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及び
これらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
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3． 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日）に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており
ますが、その額面金額は、773百万円であります。

4． 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 329,329百万円
その他資産 66百万円

担保資産に対応する債務
預金 9,366百万円
借用金 218,000百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券48,011百万円を差し入れております。
また、その他資産には、金融商品等差入担保金390百万円、保証金81百万円及び敷金108百万円が含ま

れております。
5． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場
合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、595,108百万円であります。このうち原契約期
間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが560,883百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが

必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの
契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社
が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられており
ます。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に
予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全
上の措置等を講じております。

6． 有形固定資産の減価償却累計額 38,748百万円
7． 有形固定資産の圧縮記帳額 770百万円
8．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保
証債務の額は12,979百万円であります。
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（連結損益計算書関係）
1. 「その他の経常収益」には、株式等売却益16,868百万円を含んでおります。
2. 「その他業務費用」には、国債等債券売却損12,901百万円、国債等債券償還損6,736百万円、外国為替
売買損970百万円を含んでおります。

3. 「営業経費」には、給料・手当10,959百万円、退職給付費用427百万円を含んでおります。
4. 「その他の経常費用」には、偶発損失引当金繰入額158百万円、株式等売却損154百万円を含んでおり
ます。

5. 営業利益の減少によるキャッシュ・フローの低下及び地価の下落等により、以下の資産４か所の帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少額14百万円を「減損損失」として特別損失に計上しております。
区 分 地 域 主な用途 種 類 減損損失
稼働資産 岩手県内 営業店舗 ３か所 土地・建物 10百万円
遊休資産 秋田県内 遊休土地 １か所 土地 3百万円
合 計 14百万円

（うち土地 7百万円)
（うち建物 6百万円)

当行は、管理会計上の最小区分である営業店単位（ただし、連携して営業を行っている営業店グループ
は当該グループ単位）でグルーピングを行っております。また、連結子会社は各社をそれぞれ１つのグル
ープとしております。
当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、原則として「不動産鑑定評価

基準」（国土交通省）に基づき評価した額より処分費用見込額を控除して算定しております。
なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」（1982年大蔵省令第10号）に基づき減価償却累計額を直

接控除により表示しているため、減損損失累計額につきましては、各資産の金額から直接控除しておりま
す。
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（連結株主資本等変動計算書関係）
1． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当 連 結
会計年度期首
株 式 数

当 連 結
会 計 年 度
増加株式数

当 連 結
会 計 年 度
減少株式数

当 連 結
会計年度末
株 式 数

摘 要

発 行 済 株 式
普 通 株 式 18,497 − − 18,497 注４
合 計 18,497 − − 18,497

自 己 株 式
普 通 株 式 1,299 0 61 1,239 注１、２、３、４
合 計 1,299 0 61 1,239

注１ 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。
注２ 普通株式の自己株式の減少は、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが売却した当行株式（52千株）及

び譲渡制限付株式の割当（8千株）による減少であります。
注３ 当連結会計年度末の普通株式の自己株式数には、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが保有する当行

株式が179千株含まれております。
注４ 当行は2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、

上記は当該株式分割前の株式数で記載しております。

2． 新株予約権に関する事項

区分 新株予約権
の 内 訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）当 連 結

会計年度期首
当 連 結
会計年度増加

当 連 結
会計年度減少

当 連 結
会計年度末

当行
ストック・
オプション
と し て の
新株予約権

− 67

合 計 ー 67

2026年05月18日 17時27分 $FOLDER; 42ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 42 ―

3． 配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2025年6月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 1,132百万円 65円 2025年3月31日 2025年6月25日

2025年11月14日
取 締 役 会 普通株式 1,674百万円 96円 2025年9月30日 2025年12月10日

合 計 2,806百万円

注１ 2025年6月24日定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが保
有する当行株式に対する配当金15百万円が含まれております。

注２ 2025年11月14日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが保有す
る当行株式に対する配当金19百万円が含まれております。

注３ 当行は2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、１
株当たり配当額は当該株式分割前の金額を記載しております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの
2026年6月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案し

ております。
① 配当金の総額 1,952百万円
② １株当たりの配当額 112円
③ 基準日 2026年3月31日
④ 効力発生日 2026年6月25日
注１ 配当原資は、利益剰余金とする予定としております。
注２ 配当金の総額には、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが保有する当行株式に対する配当金20百万円が含

まれております。
注３ 当行は2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、１株

当たり配当額は当該株式分割前の金額を記載しております。
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（金融商品関係）
1． 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当行グループは、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業務等の銀行業務を中心
にリース業務、クレジットカード業務等の金融サービスに係る事業を行っております。
当行グループが主たる事業とする銀行業務においては、預金やコールマネー等による資金調達を行う一
方で、貸出金や有価証券投資による資金運用を行っております。よって、当行グループの金融資産及び金
融負債は金利変動の影響を受けやすいことから、金融市場環境の変化によって損失を被る市場リスク（金
利リスクや価格変動リスク等）を有しているほか、資金繰りに困難が生じるリスクも有しております。
このため、資産・負債の状況と金融市場等の動向を踏まえ、資金繰りや投資方針に合わせて、収益とリ
スクのバランスを適切にコントロールするための「資産・負債の総合管理（ＡＬＭ）」を行っており、そ
の一環としてデリバティブ取引も行っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当行が保有する金融資産は、主として国内の企業及び個人に対する貸出金や投資有価証券であります。
貸出金は、信用供与先の債務不履行による貸倒発生等の信用リスクに晒されております。当期の連結決
算日現在における業種別の貸出金構成比では、個人が最も多く、次いで地方公共団体、不動産業・物品賃
貸業、金融業・保険業などとなっており、概ね各業種に分散されております。
また、有価証券は、主に債券、株式、投資信託であり、純投資目的、満期保有目的及び事業推進目的で
保有しているほか、商品有価証券は売買目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リス
ク、金利リスク及び市場価格の変動リスク等に晒されております。
預金や社債、コールマネー等の負債は、資産との金利または期間のミスマッチによる金利の変動リスク
を有しております。また、予期せぬ資金の流出等により資金繰りがつかなくなる場合や、通常よりも著し
く高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被る資金繰りリスクを有しているほか、市場
全体の信用収縮等の混乱により、必要な資金が調達できなくなったり、当行の信用力によっては通常より
も著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被る市場流動性リスクを有しておりま
す。
デリバティブ取引には、ＡＬＭの一環として行っている金利スワップ取引があります。当行では、これ
をヘッジ手段として、ヘッジ対象である貸出金ならびに債券に関わる金利の変動リスクに対してヘッジ会
計を適用しております。これらのヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘ
ッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評
価しております。
このほか、金利スワップ取引をヘッジ手段として、ヘッジ対象である貸出金ならびに債券に金利スワッ
プの特例処理を行っているものがあります。
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（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当行は、融資事務及び信用リスク管理に関する内部規程に従い、貸出金等について個別案件ごとの与信
審査、融資条件の決定、また信用供与先ごとに内部格付、与信限度額、問題債権への対応などの与信管理
体制を整備し運用しております。
これらの与信管理は、各営業部店やストラクチャード・ファイナンス室のほか審査部、リスク統括部に
より行われ、定期的に取締役会へ付議・報告を行っております。また、行内格付や貸出金ポートフォリオ
のモニタリングを行い、信用リスク定量化結果とともに四半期毎に信用リスク委員会へ報告しておりま
す。さらに、与信管理の状況については、行内の監査部門による厳正なチェック体制を構築しておりま
す。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティリスクに関しては、市場金
融部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

② 市場リスクの管理
a．金利リスクの管理
当行ではＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しており、資金運用会議や金利検討部会における協議
を踏まえ、ＡＬＭ委員会において、その実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
具体的には、ギャップ分析や金利感応度分析を基本とし、ＢＰＶ（ベーシス・ポイント・バリュー）、Ｖ
ａＲ（バリュー・アット・リスク）等の手法を用いてモニタリングを行い、月次ベースでＡＬＭ委員会に
報告しております。なお、ＡＬＭの一環として、金利リスクをヘッジするための金利スワップ等のデリバ
ティブ取引も行っております。
b．為替リスクの管理
為替の変動リスクに関しては、通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等を利用しております。

c．価格変動リスクの管理
有価証券投資に係る価格変動リスクについては、市場関連リスク管理規程に基づき、一定の保有期間と
信頼区間に基づくＶａＲを日次で計測し、そのリスク量が自己資本の一定額に収まっているかを把握し管
理しております。また、半期毎に総合損益ベース及び実現損益ベースの損失限度額と投資限度額を定めて
おり、日次でそれぞれの計測を行い管理しております。これらの情報はリスク統括部を通じて、経営者に
対し日次で報告しております。
市場金融部における有価証券投資については、市場業務運用基準、市場リスク管理基準、ならびに投資
基本方針に定める投資対象及び投資ガイドラインに基づき行われており、投資後の継続的なモニタリング
を通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。また、市場環境や投資状況については、リスク統括
部を通じて、経営者に対し定期的に報告しております。
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d．デリバティブ取引
デリバティブ取引については、ヘッジ取引取扱規程、市場業務運用基準及び市場リスク管理基準におい
て、取引の執行、ヘッジ有効性の評価及び事務管理について担当する部門と役割を明確に定め、内部牽制
を確立のうえ実施しております。
e．市場リスクに係る定量的情報
当行では、預金、貸出金及び有価証券（債券（投資勘定）、純投資株式、政策投資株式、投資信託）のＶ
ａＲ算定にあたり、分散・共分散法（信頼区間99％、観測期間１年）を採用しております。算定にあたっ
てのパラメータである保有期間については、預金、貸出金及び政策投資株式は６ヵ月、債券（投資勘定）、
純投資株式及び投資信託は３ヵ月としております。
2026年３月31日現在で、当行の市場リスク量（損失額の推計値）は26,682百万円であります。
なお、当行では、有価証券においてモデルが算出するＶａＲと実際の損益を比較するバックテスティン
グを実施しており、バックテスティングの結果、使用する計測モデルは十分な精度により市場リスクを捕
捉しているものと考えております。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の
発生確率下での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下にお
けるリスクは捕捉できない場合があります。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当行における流動性リスク管理は、流動性リスク管理規程において定量的な基準に基づき判定される状
況別の管理手続きを定めており、適切に全体の資金繰り管理を行っております。また、半期毎に支払準備
額の下限値を定め、日次でモニタリングを行っております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価
額が異なることもあります。
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2． 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。な

お、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注１）参照）。また、現金預け
金、コールローン及び買入手形、外国為替（資産・負債）、コールマネー及び売渡手形、債券貸借取引受入
担保金並びに短期社債は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してお
ります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

（1）買入金銭債権 5,285 4,870 △414
（2）金銭の信託 9,305 9,305 −
（3）有価証券（※１）

満期保有目的の債券 68,441 64,661 △3,779
その他有価証券 1,044,601 1,044,601 −

（4）貸出金 2,314,102
貸倒引当金（※２） △15,111

2,298,991 2,250,178 △48,813
資産計 3,426,625 3,373,618 △53,007

（1）預金 3,225,251 3,224,759 △492
（2）譲渡性預金 230,389 230,393 3
（3）借用金 218,717 218,707 △9

負債計 3,674,358 3,673,860 △498
デリバティブ取引（※３）
ヘッジ会計が適用されていないもの （946） （946） −
ヘッジ会計が適用されているもの 12,273 12,735 461

デリバティブ取引計 11,327 11,789 461
（※１）その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号

2021年６月17日）第24-9項を適用した、投資信託財産が不動産である投資信託が含まれております。
（※２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（※３）その他資産･負債に計上しているデリバティブ取引及び特例処理を適用しているデリバティブ取引を一

括して表示しております。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、
合計で正味の債務となる項目については、（ ）で表示しております。
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（注１） 市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価
情報の「その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区 分 連結貸借対照表計上額

①非上場株式（※１） （※２） 1,586
②組合出資金等（※３） 18,116

合 計 19,702
（※１） 非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用

指針第19号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
（※２） 当連結会計年度において、非上場株式について0百万円減損処理を行っております。
（※３） 組合出資金等については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第31号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

3． 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場取引において形成される当

該時価の算定の対象となる資産または負債に係る相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
買入金銭債権 − − − −
金銭の信託 − 9,305 − 9,305
有価証券
その他有価証券 317,306 662,030 58,275 1,037,612
国債・地方債等 231,028 245,442 − 476,470
社債 − 271,955 13,233 285,188
株式 48,740 − − 48,740
その他（※１）（※２） 37,537 144,633 45,042 227,213

デリバティブ取引
金利関連 − 12,755 − 12,755
通貨関連 − 0 − 0
その他 − − 3 3

資産計 317,306 684,092 58,278 1,059,677
デリバティブ取引
金利関連 − 20 − 20
通貨関連 − 946 − 946
その他 − − 3 3

負債計 − 966 3 969
（※１） 有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号

2021年６月17日）第24-9項の基準価格を時価とみなす取扱いを適用した投資信託は含まれてお
りません。第24-9項の取扱いを適用した投資信託の連結貸借対照表計上額は6,989百万円となり
ます。
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（※２） 第24-9項の取扱いを適用した投資信託の期首残高から期末残高への調整表
（単位：百万円）

期首残高

当期の損益又は
その他の包括利益 購 入、 売

却、発行及
び償還の純
額

投資信託の
基準価額を
時価とみな
すこととし
た額

投資信託の
基準価額を
時価とみな
さないこと
とした額

期末残高

当期の損益に計上
した額のうち連結
貸借対照表日にお
いて保有する投資
信託の評価損益

（※）

損益に計
上
（※）

その他の
包括利益
に計上

6,851 − 138 △0 − − 6,989 −
（※） 当期の損益に計上した額はありません。

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
買入金銭債権 − − 4,870 4,870
有価証券
満期保有目的の債券 43,148 21,513 − 64,661
国債・地方債等 43,148 8,991 − 52,139
社債 − 12,522 − 12,522
その他 − − − −

貸出金 − 22,641 2,227,537 2,250,178
資産計 43,148 44,154 2,232,408 2,319,711

預金 − 3,224,759 − 3,224,759
譲渡性預金 − 230,393 − 230,393
借用金 − 218,707 − 218,707

負債計 − 3,673,860 − 3,673,860
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（注１） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資 産
買入金銭債権

買入金銭債権のうち証券化商品については、ブローカー等から入手した価格を時価としており、使用され
たインプットに基づき、レベル３の時価に分類しております。その他の取引については、残存期間が短期の
取引であり、時価は帳簿価額に近似していると想定されるため、帳簿価額をもって時価としており、レベル
３の時価に分類しております。

金銭の信託
金銭の信託については、原則として信託財産である有価証券を「有価証券」と同様の方法により算定した

価額を時価としており、レベル２の時価に分類しております。
有価証券

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類し
ております。主に上場株式、国債がこれに含まれます。公表された相場価格を用いていたとしても、市場が
活発ではない場合にはレベル２の時価に分類しております。主に地方債、社債がこれに含まれます。また、
市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの
対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価格を時価とし、レベル２の時価に分類しておりま
す。なお、相場価格が入手できない社債等については、ブローカー等から入手した価格を時価としており、
使用されたインプットに基づき、レベル３の時価に分類しております。
市場価格のない私募債については、取引先の内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場

金利に信用リスク等を反映させた割引率で割り引いて時価を算定しております。ただし、破綻懸念先、実質
破綻先及び破綻先の私募債については、貸出金と同様に、帳簿価額から貸倒見積高を控除した金額をもって
時価としております。これらの取引については、レベル３の時価に分類しております。

貸出金
貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利に

信用リスク等を反映させた割引率で割り引いて時価を算定しております。このうち変動金利によるものは、
短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない場合は時価と帳簿価額
が近似していることから、帳簿価額を時価としております。また、破綻懸念先、実質破綻先及び破綻先に対
する債権等については、貸倒見積高を担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額、又は将来キャ
ッシュ・フローの見積額の現在価値等に基づいて算定していることから、時価は連結貸借対照表計上額から
貸倒見積高を控除した金額に近似しているため、当該価額をもって時価としております。クレジット・デリ
バティブを内包した貸出金については、その時価を反映しております。時価に対して観察できないインプッ
トによる影響額が重要な場合はレベル３の時価、そうでない場合はレベル２の時価に分類しております。
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負 債
預金、及び譲渡性預金

要求払預金について、連結決算日に要求に応じて直ちに支払うものは、その金額を時価としております。
また、定期預金及び譲渡性預金については、一定の期間ごとに区分して、将来キャッシュ・フローを割り引
いた割引現在価値により時価を算定しております。割引率は、連結決算日における新規預入金利を用いてお
ります。これらの取引については、レベル２の時価に分類しております。

借用金
借用金のうち、変動金利によるもの及び残存期間が短期の取引については、短期間で市場金利を反映する

ため、時価と帳簿価額が近似していることから、帳簿価額をもって時価としております。その他の取引につ
いては、将来キャッシュ・フローの見積額を割り引いた割引現在価値により時価を算定しております。割引
率は、市場における同種商品による残存期間までの再調達レートを用いております。これらの取引について
は、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引については、主として店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の種

類や満期までの期間に応じて現在価値技法等の評価方法を利用して時価を算定しております。それらの評価技
法で用いている主なインプットは、金利や為替レート等であり、観察できないインプットを用いていない又は
その影響が重要でない場合にはレベル２の時価に分類しており、金利スワップ取引、為替予約取引等が含まれ
ます。また、重要な観察できないインプットを用いている場合にはレベル３の時価に分類しており、地震デリ
バティブ等が含まれます。

（注２） 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報
（1）重要な観察できないインプットに関する定量的情報（2026年３月31日）

区分 評価技法 重要な観察できない
インプット インプットの範囲 インプットの

加重平均

有価証券
その他有価証券
私募債 現在価値技法 倒産確率 0.000％−20.000％ 0.597％
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（2）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2026年３月31日）
（単位：百万円）

期首
残高

当期の損益又は
その他の包括利益

購入、売
却、発行
及び決済
の純額

レベル３
の時価へ
の振替
（※２）

レベル３
の時価か
らの振替
（※３）

期末
残高

当期の損益に計
上した額のうち
連結貸借対照表
日において保有
する金融資産お
よび金融負債の
評価損益
（※１）

損益に
計上
（※１）

その他の
包括利益
に計上

有価証券
その他有価証券 53,186 − △235 5,324 − − 58,275 −

デリバティブ取引
その他（資産） 4 △5 − 4 − − 3 △1
その他（負債） △4 5 − △4 − − △3 1

（※１） 連結損益計算書の「その他業務収益」及び「その他業務費用」に含まれております。
（※２） レベル２の時価からレベル３の時価への振替はありません。
（※３） レベル３の時価からレベル２の時価への振替はありません。

（3）時価の評価プロセスの説明
当行グループは、リスク管理部門にて時価の算定に関する方針、評価方法等を定めており、これに沿っ

て各所管部が時価を算定しております。算定された時価は、独立した評価部門において、時価の算定に用
いられた評価技法及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適切性を検証しております。
時価評価モデルには、観察可能なデータを可能な限り活用しております。なお、第三者から入手した相

場価格を時価として利用する場合においては、当行グループにて再計算した結果と比較等を行い、価格の
妥当性を検証しております。

（4）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
倒産確率は、倒産が発生する可能性を示しており、過去の取引先の倒産実績をもとに算定した推定値で

す。倒産時の損失率の大幅な上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）を生じさせます。
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（収益認識関係）
顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
報告セグメント

その他 合計 調整額
連結損益
計算書
計上額銀行業 リース業

クレジット
カード業・
信用保証業

計

顧客との契約
から生じる収益 7,707 0 37 7,745 540 8,286 − 8,286

役務取引等収益 7,707 − 37 7,745 540 8,285 − 8,285

預金・貸出
業務 1,633 − − 1,633 − 1,633 − 1,633

為替業務 2,331 − − 2,331 − 2,331 − 2,331

証券関係業務 389 − − 389 − 389 − 389

代理業務 1,614 − − 1,614 − 1,614 − 1,614

保護預り・
貸金庫業務 22 − − 22 − 22 − 22

クレジット
カード業務 173 − 36 210 − 210 − 210

その他 1,543 − 1 1,544 540 2,084 − 2,084

その他業務収益 − 0 − 0 0 0 − 0

上記以外の経常収
益 63,651 4,770 673 69,095 158 69,254 △44 69,209

外部顧客に
対する経常収益 71,358 4,771 710 76,840 699 77,540 △44 77,495

（注）1． 顧客との契約から生じる収益以外の経常収益には、貸出業務及び有価証券投資業務などの企業会
計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に基づく収益を含んでおります。

2. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、コンサルティング
業務・地域商社業務・投資業務を含んでおります。

3． 外部顧客に対する経常収益の調整額△44百万円は、貸倒引当金繰入額等の調整であります。
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（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 2,820円16銭
１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 129円40銭
潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額 129円13銭

注１ 当行は2026年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。上記は
当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。なお、当該株式分
割を考慮しない場合の１株当たりの純資産額は11,280円65銭、１株当たりの親会社株主に帰属す
る当期純利益金額は517円63銭、潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額
は516円53銭であります。

注２ 上記の算定にあたっては、従業員持株会信託型ＥＳＯＰが保有する当行株式数を、控除する自己株
式数に含めております。その連結会計年度末株式数は717千株、期中平均株式数は813千株であり
ます。

（重要な後発事象）
（株式分割）
当行は、2026年２月26日開催の取締役会の決議に基づき、2026年４月１日を効力発生日として株式分

割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行っております。

１．株式分割の目的
当行株式の投資単位当たりの金額（最低投資金額）を引き下げることで、投資家の皆さまがより投資し

やすい環境を整え、株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的としております。

２．株式分割の概要
（１）株式分割の方法

2026年３月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普
通株式を、１株につき４株の割合をもって分割しております。

（２）株式分割により増加する株式数
株式分割前の発行済株式総数 18,497,786株
今回の株式分割により増加する株式数 55,493,358株
株式分割後の発行済株式総数 73,991,144株
株式分割後の発行可能株式総数 197,800,000株

（３）株式分割の日程
基準日公告日 2026年３月13日
基準日 2026年３月31日
効力発生日 2026年４月１日
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3．その他
（１）資本金の額の変更

今回の株式分割に際して、資本金の額に変更はありません。
（２）配当について

今回の株式分割は、2026年４月１日を効力発生日としておりますので、2026年３月31日を基準
日とする当連結会計年度の期末配当金は、株式分割前の株式を対象として支払われます。

４．株式分割に伴う定款の一部変更について
（１）変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2026年４月１日をもって、当行
定款第６条に定める発行可能株式総数を分割比率に合わせて変更しております。

（２）変更の内容
変更前定款 変更後定款

（発行可能株式総数）
第６条
当銀行の発行可能株式総数は、4,945万株とす
る。

（発行可能株式総数）
第６条
当銀行の発行可能株式総数は、１億9,780万株
とする。

（３）変更の日程
取締役会決議日 2026年２月26日
効力発生日 2026年４月１日
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